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平成２６年度 上下水道局 予算のあらまし 

 
１ 平成２６年度水道事業の予算 （税込，単位：百万円） 

 
収 益 的 収 支            資 本 的 収 支 

収入　１１４億４,１００万円

水道料金
10,086
（88%）

その他
982（9%）

水道
加入金
373（3%）

収入　９億６,０００万円

その他
21（2%）

企業債
借入
700

（73%）

他会計
負担金
 46（5%）

工事
負担金

193（20%）

 

支出　１１１億６,１００万円

維持
管理費
4,799
（43%）

減価
償却費
3,774
（34%）

企業債
支払利息

936
（8%）

特別損失,
1,652
（15%）

支出　５５億９,８００万円

企業債
償還金
2,001
（36%） 建設

改良費等
3,597
（64%）

 
 

２ 平成２６年度水道事業の主な取組  別紙 参照 

 節水機器の普及や節水意識の向上などにより，経営の根幹となる水道料金の大幅な増収

が見込めず，今後の経営状況がさらに厳しくなっていくことが予想されることから，「上下

水道基本計画改定計画」に定めた施策・事業を着実に推進するため，すべての施策・事業

について優先化・重点化を行うなど「最適化」に取り組み，これまで以上に効果的・効率

的な事業運営に努める。 
■ 水道水の安心給水の推進 

 ・ 安全で安心な水道水を供給するため，老朽化の進んだ浄水場の施設更新に取り組む

ほか，老朽配水管の布設替や漏水防止のための漏水調査を行う。 
■ 危機管理の強化 

 ・ 災害や事故に強い水道の確立を図るため，上水道施設の耐震化や危機管理設備の増

設を推進する。 
■ 環境負荷低減の推進 

 ・ 環境への負荷低減を図るため，引き続き太陽光発電や小水力発電の活用を推進する。 
■ お客様サービスの充実 

 ・ 顧客満足度の向上を図るため，広報広聴活動の充実強化を推進する。 

■ 信頼経営の推進 

 ・ 経営基盤の強化を図るため，企業債残高のさらなる縮減やアセットマネジメントの

導入を推進する。 

※当年度純利益は，3,900 万円を見込んでいます。

※不足額 46 億 3,800 万円は，減価償却費などの内

部留保資金で補てんします。 

資料２ 
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３ 平成２６年度下水道事業の予算 （税込，単位：百万円） 

 
収 益 的 収 支             資 本 的 収 支 

収入　１４５億１,１００万円

その他
2,698
（19%）

一般会計
負担金
4,117
（28%）

下水道
使用料
7,696
（53%）

収入　２４億１,２００万円

企業債
借入
819

（34%）

一般会計
出資金・
負担金
1,114
（46%）

国庫
補助金

422（18%）
その他 57

（2%）

 

支出　１４３億６,４００万円

特別損失
1,353（9%）

減価
償却費
6,569
（46%）

企業債
支払利息

1,764
（12%）

維持
管理費
4,678
（33%）

支出　７９億７,７００万円

建設
改良費等

2,473
（31%）

企業債
償還金
5,504
（69%）

 

 

４ 平成２６年度下水道事業の主な取組  別紙 参照 

 市町合併等により下水道整備区域が拡大する一方，節水機器の普及などにより，経営の

根幹となる下水道使用料の大幅な増収が見込めず，今後の経営状況がさらに厳しくなって

いくことが予想されることから，「上下水道基本計画改定計画」に定めた施策・事業を着実

に推進するため，すべての施策・事業について優先化・重点化を行うなど「最適化」に取

り組み，これまで以上に効果的・効率的な事業運営に努める。 
■ 下水の適正処理の推進 

 ・ 下水道の整備率向上を図るため，下水管渠や施設の計画的な整備を推進する。 
 ・ 市街地の浸水被害の解消を図るため，重点排水区における大雨時の雨水貯留施設の

設置などを推進する。 
■ 危機管理の強化 

・ 災害や事故に強い下水道の確立を図るため，下水道施設の耐震化を推進する。 
■ 環境負荷低減の推進 

 ・ 環境への負荷低減を図るため，下水処理過程において発生する汚泥消化ガスの有効

活用などを推進する。 
■ お客様サービスの充実 

 ・ 顧客満足度の向上を図るため，広報広聴活動の充実強化を推進する。 
■ 信頼経営の推進 

 ・ 経営基盤の強化を図るため，企業債残高のさらなる縮減やストックマネジメントの

導入を推進する。 
 

※当年度純利益は，2,800 万円を見込んでいます。

※不足額 55 億 6,500 万円は，減価償却費などの

内部留保資金で補てんします。 
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５ 平成２６年度生活排水処理事業の予算 （税込，単位：百万円） 

歳入　１８億３００万円

県補助金
45 （3%）

国庫補助金
62（3%）

使用料
715 （40%）

その他
114 （6%）

一般会計
繰入金

867 （48%）

 

歳出　１８億３００万円

農業集落
排水事業
198（11%）

地域下水・
工業団地
排水処理

事業
850（47%）

浄化槽
整備事業
210（12%）

その他
135（7%）

市債償還金・
支払利子
 410（23%）

 
 
６ 平成２６年度生活排水処理事業の主な取組  別紙 参照 
公共用水域の水質汚濁防止や快適な生活環境を確保するため，下記の事業に取り組む。 

■ 浄化槽整備事業 

 ・ 「生活排水処理基本計画」に基づき 325 基を整備するため，浄化槽整備事業補助金

を交付する。 

■ 地域下水処理事業 

 ・ 民間の大規模団地開発に伴い整備され市に移管された，瑞穂野団地地域下水処理施

設など 10 施設の維持管理業務委託や，電気設備改良工事などの施設整備を行う。 

■ 工業団地排水処理事業 

 ・ 工業団地整備に伴い県が整備し市に移管された平出・清原工業団地排水処理施設の

維持管理業務委託や，電気・機械設備改良工事などの施設整備を行う。 

■ 農業集落排水事業 

 ・ 市が整備した板戸地区農業集落排水処理施設など 14 地区の施設について，維持管理

業務委託や修繕工事などを行う。 


